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「県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領（県オリジナル米生産技術力向上事業）」の新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領 

（県オリジナル米生産技術力向上事業） 

 

（略） 

 

第１ 目的 

（略） 

 

第２ 事業内容等 

 １ 事業内容 

  （略） 

 ２ 補助 

（１）県は予算の範囲内において、交付要綱の定めるところにより、別表の１の

取組は市町村、別表の２の取組は「福､笑い」生産に係る登録制実施要綱（以

下「登録制実施要綱」という。）第４条に基づき、福島県オリジナル米生産販

売推進本部長から認定・登録を受けた「福､笑い」研究会に対して補助する。 

      なお、交付額は千円単位とし、千円未満の額は切り捨てるものとする。 

 ただし、別表の１の取組において、市町村域を超える広域的な団体が事業

を行う場合などの理由がある場合は当該団体等に対して直接補助を行うこ

とができる。 

 （２）（略） 

 ３ リース整備に係る助成の額 

  （略） 

 

県オリジナル米産地力強化支援事業実施要領 

（県オリジナル米生産技術力向上事業） 

 

（略） 

 

第１ 目的 

（略） 

 

第２ 事業内容等 

 １ 事業内容 

  （略） 

 ２ 補助 

（１）県は予算の範囲内において、交付要綱の定めるところにより、別表の１の

取組は市町村、別表の２の取組は「福､笑い」生産に係る登録制実施要綱（以

下「登録制実施要綱」という。）第４条に基づき、福島県オリジナル米生産販

売推進本部長から認定・登録を受けた「福､笑い」研究会に対して補助する。 

      なお、交付額は千円単位とし、千円未満の額は切り捨てるものとする。 

 ただし、別表の１の取組において、市町村域を超える広域的な団体が事業

を行う場合などの理由がある場合は当該団体等に対して直接補助を行うこ

とができる。 

 （２）（略） 

 ３ リース整備に係る助成の額 

  （略） 
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第３ 事業実施主体 

  事業実施主体は、次に掲げるものとする。 

１ 別表の１の取組に係る事業実施主体 

農業協同組合、農業者団体（法人を含む）等とする。 

 農業者団体は、県内に住所地を有する農業者３戸以上で構成する組織とする。 

 ２ 別表の２の取組に係る事業実施主体 

   県内に住所を有し、登録制実施要綱第４条に基づき認定・登録を受けた「福､笑

い」を生産する農業者３戸以上で構成する組織（以下、「『福､笑い』研究会」という。） 

 

第４ 事業の実施等の手続き 

 １ 別表の１の取組に係る事業実施主体 

１  本事業を実施しようとする事業実施主体は、事業実施計画書（様式第１－１

１号）を作成し、次に掲げる書類を添付して市町村長に提出する。 

（１） 直近の総会資料等（組織運営に関する規約、役員・会員名簿等を含む 

資料） 

   （２） 反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号） 

   （３） その他知事が必要と認める書類 

２ 市町村長は、事業実施主体より提出された事業実施計画承認申請書（様式第 

３号）を取りまとめ、当該農林事務所長（以下「所長」という。）に提出する。 

 

３  所長は提出された計画書の内容が適当であると認めたときは、事業実施主体 

及び市町村長に事業実施計画を承認した旨を通知するとともに農林水産部長 

（以下「部長」という。）に報告する。 

４  事業実施計画の承認を受けた事業実施主体は、交付要綱及び事務取扱要領に 

定める所定の手続きを経て、事業に着手する。 

５  事業実施計画の重要な変更は、交付要綱の別表で定める軽微な変更以外のも 

のとし、その手続きは１の（１）から４に準じて事業実施計画変更承認申請書

第３ 事業実施主体 

  事業実施主体は、次に掲げるものとする。 

１ 別表の１の取組に係る事業実施主体 

農業協同組合、農業者団体（法人を含む）等とする。 

 農業者団体は、県内に住所地を有する農業者３戸以上で構成する組織とする。 

 ２ 別表の２の取組に係る事業実施主体 

   県内に住所を有し、登録制実施要綱第４条に基づき認定・登録を受けた「福､笑

い」を生産する農業者３戸以上で構成する組織（以下、「『福､笑い』研究会」という。） 

 

第４ 事業の実施等の手続き 

 １ 別表の１の取組に係る事業実施主体 

（１）本事業を実施しようとする事業実施主体は、事業実施計画書（様式第１－

１号）を作成し、次に掲げる書類を添付して市町村長に提出する。 

ア 直近の総会資料等（組織運営に関する規約、役員・会員名簿等を含む資

料） 

イ 反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号） 

      ウ その他知事が必要と認める書類 

（２）市町村長は、事業実施主体より提出された事業実施計画承認申請書（様式

第３号）を取りまとめ、当該農林事務所長（以下「所長」という。）に提出す

る。 

（３）所長は提出された計画書の内容が適当であると認めたときは、事業実施主

体及び市町村長に事業実施計画を承認した旨を通知するとともに農林水産部

長（以下「部長」という。）に報告する。 

（４）事業実施計画の承認を受けた事業実施主体は、交付要綱及び事務取扱要領

に定める所定の手続きを経て、事業に着手する。 

（５）事業実施計画の重要な変更は、交付要綱の別表で定める軽微な変更以外の

ものとし、その手続きは１の（１）から（４）に準じて事業実施計画変更承認
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（様式第４号）により行う。 

６  事業実施主体は事業完了後、事業実績報告書（様式第１－１号）を作成し、 

事業実施年度の年度末までに市町村長に報告する。併せて、市町村長は事業実 

施年度の翌年度の４月末までに所長に報告する。 

７  事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から目標年度までの間、毎年度、年 

度末までに当該年度における事業実施状況報告書（様式第５号）を作成し、市 

町村長に提出する。併せて、市町村長は当該年度の翌年度の４月末までに所長 

に報告する。 

８  直接補助の場合、第４の１の（１）、６及び７の「市町村長」を「所長」に読 

みかえ、第４の１２ は適用しない。また、所長は事業実施計画の承認に当た

り、事業実施主体の主要な活動地域の市町村長から、様式第６号により意見

を徴収する。 

９  受益地区が農林事務所の管轄を超える場合、事業実施主体は部長に事業実施

計画書を提出し事業実施計画の承認を受けるものとする。また、事業実績報告

書及び事業実施状況報告書についても部長に報告するものとする。 

２ 別表２の取組に係る事業実施主体 

（１）本事業を実施しようとする事業実施主体は、事業実施計画書（様式第１－

２号）を作成し、次に掲げる書類を添付して管轄する所長に提出する。 

    ア 直近の総会資料等（組織運営に関する規約、役員・会員名簿等を含む資料） 

    イ 反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号） 

    ウ その他知事が必要と認める書類 

（２）所長は提出された計画書の内容が適当であると認めたときは、事業実施主

体に事業実施計画を承認した旨を通知するとともに部長に報告する。 

（３）事業実施計画の承認を受けた事業実施主体は、交付要綱及び事務取扱要領

に定める所定の手続きを経て、事業に着手する。 

（４）事業実施計画の重要な変更は、交付要綱の別表で定める軽微な変更以外の

ものとし、その手続きは２の（１）から（３）に準じて事業実施計画変更承認

申請書（様式第４号）により行う。 

（６）事業実施主体は事業完了後、事業実績報告書（様式第１－１号）を作成し、

事業実施年度の年度末までに市町村長に報告する。併せて、市町村長は事業

実施年度の翌年度の４月末までに所長に報告する。 

（７）事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から目標年度までの間、毎年度、年

度末までに当該年度における事業実施状況報告書（様式第５号）を作成し、

市町村長に提出する。併せて、市町村長は当該年度の翌年度の４月末までに

所長に報告する。 

（８）直接補助の場合、第４の１の（１）、（６）及び（７）の「市町村長」を「所

長」に読みかえ、第４の１（２）は適用しない。また、所長は事業実施計画の

承認に当たり、事業実施主体の主要な活動地域の市町村長から、様式第６号

により意見を徴収する。 

（９）受益地区が農林事務所の管轄を超える場合、事業実施主体は部長に事業実

施計画書を提出し事業実施計画の承認を受けるものとする。また、事業実績

報告書及び事業実施状況報告書についても部長に報告するものとする。 

２ 別表２の取組に係る事業実施主体 

（１）本事業を実施しようとする事業実施主体は、事業実施計画書（様式第１－

２号）を作成し、次に掲げる書類を添付して管轄する所長に提出する。 

    ア 直近の総会資料等（組織運営に関する規約、役員・会員名簿等を含む資料） 

    イ 反社会勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第２号） 

    ウ その他知事が必要と認める書類 

（２）所長は提出された計画書の内容が適当であると認めたときは、事業実施主

体に事業実施計画を承認した旨を通知するとともに部長に報告する。 

（３）事業実施計画の承認を受けた事業実施主体は、交付要綱及び事務取扱要領

に定める所定の手続きを経て、事業に着手する。 

（４）事業実施計画の重要な変更は、交付要綱の別表で定める軽微な変更以外の

ものとし、その手続きは２の（１）から（３）に準じて事業実施計画変更承認
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申請書（様式第４号）により行う。その際は様式第４号中「市町村長」を「事

業実施主体代表者」に読みかえるものとする。 

（５）事業実施主体は、事業完了後、事業実績報告書（様式第１－２号）を作成

し、事業実施年度の年度末までに所長に報告する。 

（６）受益地区が農林事務所の管轄を超える場合、事業実施主体は部長に事業実

施計画書を提出し事業実施計画の承認を受けるものとする。また、事業実績

報告書についても部長に報告するものとする。 

 

第５ 事業の実施期間 ～ 第８ その他 

 （略） 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日より施行する。 

この要領は、令和５年４月１１日から施行する。 

この要領は、令和６年４月１２日から施行する。 

この要領は、令和８年４月７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書（様式第４号）により行う。その際は様式第４号中「市町村長」を「事

業実施主体代表者」に読みかえるものとする。 

（５）事業実施主体は、事業完了後、事業実績報告書（様式第１－２号）を作成

し、事業実施年度の年度末までに所長に報告する。 

（６）受益地区が農林事務所の管轄を超える場合、事業実施主体は部長に事業実

施計画書を提出し事業実施計画の承認を受けるものとする。また、事業実績

報告書についても部長に報告するものとする。 

 

第５ 事業の実施期間 ～ 第８ その他 

 （略） 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日より施行する。 

この要領は、令和５年４月１１日から施行する。 

この要領は、令和６年４月１２日から施行する。 

この要領は、令和８年○月 ○日から施行する。 
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別表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表 
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様式 

１事業実施主体の概要～３事業推進計画及び目標（事業実績） 

（略） 

 

 

 

 （様式２号） 

  （略） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業実施主体の概要～３事業推進計画及び目標（事業実績） 

 （略） 

 

 

 

（様式２号） 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（様式１－２号） 

（略） 
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  （様式第５号） 

   （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第５号） 

（略） 
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（様式第７号） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第７号） 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


